
                                                                                                               
                                                                                                               
                                                                                                               
                                                                                                              
 
                                                                                                               
                                                                                                              
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
  
 
 
                                                                                                              

県内建設産業のあり方について（報告書） <概要版>                         

背 景 

建設産業は、社会インフラの整備や老朽化への対応、災害発生
時の復旧活動などを通じて、今後も県⺠生活の安全・安⼼を⽀
えるとともに、地域経済の発展や雇用面についても貢献してい
くことが期待されている 

【課 題】 
○若年入職者減少、若手技術者等の離職率が高い  ⇒担い手不足の解消 
○ICT 活用等「未来型」の投資や新技術への対応   ⇒生産性向上 
〇災害応急対応可能な業者の空白地域が生じている ⇒地域の守り手の維持 

明日の建設産業を考える山梨会議 
建設産業が地域を⽀え守る存在であり続けるために、 

取組みの方向性等について提言を取りまとめた 

持続可能な建設産業にするための取組みの方向性 

① 技術者・技能者不足 
・就業者の高齢化が進行、若年入職者の減少が顕著 
・他産業と比べて若手技術者等の離職率が高い 
・県内建設業者は「技術者、技能者不足」を懸念 
・女性従事者（技術者・技能者）が少ない 
・外国人労働者は今後雇用拡大の見込み 

建設産業の課題 

③就労環境や処遇が悪い 
・他産業より実労働時間が⻑く出勤日数が多い 
・実労働時間に対しての賃金が十分でない 
・労働災害は減少傾向にあるものの発生している 
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働き方改革の
推進 

建設現場の 
生産性向上 

地域の守り手 
の維持 

経営の安定 
・基盤強化 

若年者や女性等の入職・定着促進 
・建設産業に関心を持ち、入職する若年者等を増やす 

経営力の強化 
・継続的に建設産業の活性化を支援する 
 

建設産業が地域で活躍できる環境づくり 
・地域に精通した建設業者によるインフラ維持管理や災害発生

時の迅速な対応等を着実に実施できる体制を将来にわたり
確保する 
 
 

健全経営に向けての取組み 
・時代の要求に応えられる企業の育成を図る 
・技術力強化のための投資が図られるよう受注の安定化を図る 

①若年入職希望者の確保の推進 
②女性が活躍できる環境整備の推進 
③外国人材の受け入れのための環境整備の推進 

②建設産業への理解不足 
・３K（きつい、汚い、危険）のイメージが定着している 

 

④建設現場の生産性が低い 
・建設産業の労働生産性は他産業と比較して極めて

低い 
・山梨県は、他都県に比べて労働生産性の指標が低

い 
・ICT の活用が十分でない 
・規格の標準化が十分でない 
・施工時期の偏りが著しい 

①技術資格取得や技能習得の支援 
②建設従事者の社会的地位向上の取組み促進 
③建設キャリアアップシステムの利用促進 

技術者・技能者の確保・育成 
・建設従事者が活躍し、スキルアップできる環境を整える 

⻑時間労働の是正や処遇改善、安全の確保 
・不規則・⻑時間労働の是正により働きやすい環境を実現し雇用

の安定を図る 
・労働災害を減少させ、安全な現場を実現する 

建設産業の社会的役割や魅力についての情報発信 
・建設産業の魅力や役割を戦略的に発信する 

①児童・生徒、保護者・教員に対する建設産業への理解促進 
②情報化社会に対応した広報の推進 

①週休２日制の推進  
②適切な工期設定の推進 
③建設キャリアアップシステムの利用促進（再掲） 
④労働災害防止に向けた取組み推進 

①受発注者協働による新技術活用方法の検討 
②ICT 活用に関する技術者や事業者の啓発 
 
③-1 ICT 工事の普及、BIM/ CIM の活用 
③-2 情報共有システムの本格運用 
 
④-1 プレキャスト、プレハブ製品の活用方法の検討・拡充 
④-2 鉄筋の機械式定着工等の採用 
④-3 高流動コンクリートの採用 
 
⑤-1 余裕期間制度の利用拡大 
⑤-2 債務負担行為や明許繰越制度等の一層の活用 

i-Construction の理解度の向上と活用推進 
・i-Construction に関する情報共有や活用展開を図る 

ICT の全面的な活用 
・あらゆる施工プロセスにおいて ICT の活用を図る 

規格の標準化 
・施工性の向上により効率化を進める 

施工時期の平準化 
・公共工事において施工時期の平準化を図る 

 

就
労
環
境
の
改
善 

①地域限定型発注の導入検討 
②災害対応力の適正な評価とインセンティブ付与の検討 
③維持管理業務における柔軟な発注方式の検討 

 
①計画的、継続的な公共投資の確保 
②経営見通しのたてやすい環境整備 

①経営基盤の強化（技術力向上、生産性向上、営業力強化など） 
②既存技術を活かした新たな事業展開 
③合併・協業化などの企業連携 
④建設企業の事業承継 
⑤適正利潤の確保 

⑤経営維持への危機感 
・少子高齢化と人口減少により建設投資の今後の大

幅な増加は見込めない 
・県内業者は経営の見通しが立たない不安を抱え、危

機感を持っている 

⑥インフラ維持や災害時のリスク増大 
・今後は維持管理業務が増加することが予測される 
・建設業者数は減少しており、特に山間地においては

インフラの維持や災害応急対応可能な業者の空白地
域が生じている 

将 来 像 
 

３Kから（きつい・汚い・危険）  

新３Ｋへ！（給与が良い・休暇が取れる・希望が持てる） 技術と経営に優れ、将来にわたり地域を支え・守る建設産業 
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残された課題これまでの取組み
・高校生を中心とした若年者
の担い手確保

・女性従事者の認知度が低い
・外国人材雇用拡大の動きへ
の対応

若年者や女性等の入職・定
着促進

①若年入職希望者の確保
②女性が活躍できる環境の整備
③外国人材の受け入れのための環境整備

技術者・技能者の確保・育成
①技術資格取得や技能習得の支援
②建設従事者の社会的地位向上の取組み促進
③建設キャリアアップシステムの利用促進

建設産業の社会的役割や魅
力についての情報発信

①児童・生徒、保護者・教員に対する建設産業への理解促進
②情報化社会に対応した広報の推進

取
組
み
の
具
体
例

若年者や女性等の入職・定着促進

建設業企業合同説明会
山梨県労働局では、一般社団法人山梨県建設業協会と
共催し、建設業で働く魅力などを知ることができる学
生向けセミナや、建設業に特化した個別企業説明会を
開催している。

やまなし魅力ある建設産業推進
協議会では、建設業の理解促進
を目的として、一般県⺠（高校
生以上）を招待し、県内の公共
事業（建設現場）等をバスで回
る見学会を実施している。

建設現場見学会

技術者・技能者の確保・育成

建設キャリアアップシステム

引用：建設キャリアアップシステムHP

技能者ひとり一人の就
業実績や資格を登録し、
技能の公正な評価、工
事の品質向上、現場作
業の効率化などにつな
げるシステム

建設産業の社会的役割や魅力

技術者による出前講座
「建設業体験フェスタin雄勝高校2019」開催

建設業に興味のあ
る湯沢・雄勝およ
び近隣の高校生を
対象に、建設業の
現状や魅力をより
深く知ることので
きる現場見学や建
設工事における実
務体験を開催した。 引用：日本工業経済新聞社引用：アキケンch

インフラ写真展
建設業者
×写真家による写真展

寿建設によるさまざまなメン
テナンス工事現場の写真を展
示し、いきいきと作業に取り
組む技能者の魅力的な姿を発
信する。

県内建設産業のあり方について（報告書） <概要版−参考資料> 担い手の確保・育成
建設産業の現状

建設産業の課題

①技術者・技能者不足

②建設業への理解不足

・技術者等の人材不足への対応
・技術者等の地位向上
・人材雇用拡大の動きへの対応

・建設業の魅力向上と発信
・建設業協会⻘年部等による現
場見学会や職業体験

・建設まつりやCCI山梨のPRイ
ベント 等

・建設業者や技術者の表彰
・けんせつ小町甲斐の活動
・新規入職者への研修 等

・高校生等を対象としたイン
ターンシップ

・現場見学会・就労体験
・技術検定試験準備講座
・けんせつ小町甲斐の活動 等

就業者の高齢化が進行、若
年入職者の減少が顕著

県内建設業者は
「技術者、技能
者不足」を懸念

女性従事者（技術者・技能
者）が少ない

外国人労働者は今後雇用拡
大の見込み

他産業と比べて若手技術者等
の離職率が高い

きつい・危険といったイ
メージが強い

489
533 5 587 669

334 338 358 392
41547 62 69 79
100870 933 985

1,058 1,184
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平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年
その他 製造業
建設業 事業所総数

（所）

1.4％
1.7％

1.4％
1.7％

1.9％

2.3％

外国人雇用事業所数（山梨県）
1.0％ 1.6％

事業所総数（経済センサス）に対する割合
①体力的につらそう ②危険そう
③勤務時間・休日が不規則そう ④女性が働きにくそう
⑤将来性が心配 ⑥関心がない
⑦怖い人が多そう ⑧不祥事が多そう
⑨その他 ⑩何をしているかわからない
⑪家族など周りの人が反対

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪

建設業に就職希望がない理由（山梨県）就業者数の構成割合（全国・山梨県） 入社3年以内の離職率（全国） 従業員の過不足感
（山梨県） 従業員の採用状況（山梨県）

出所：国勢調査（各10月1日現在の状況）

出所：
山梨県内の「外国人雇用状況」について（山梨労働局）
山梨県統計データバンク（経済センサス基礎調査・活動調査）

出所：県政モニターアンケート

持続可能な建設産業にするための取組みの方向性
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残された課題これまでの取組み

・安心安全な労働環境を守り続け
る取組み

・工事関係書類のさらなる簡素化
・建設業界が週休２日制に取り組
みやすい環境づくり

・建設現場の安全性向上

⻑時間労働の是正や処遇改善、安全
の確保

①週休2日制の推進
②適切な工期設定の推進
③建設キャリアアップシステムの利用促進
④労働災害防止に向けた取組み推進

取
組
み
の
具
体
例

県内建設産業のあり方について（報告書） <概要版−参考資料> 就労環境の改善
建設産業の現状

建設産業の課題

③就労環境や処遇が悪い

・現場労務者や事業者へ労働災
害防止に関する意識啓発

・受発注者一体となった工事関
係書類の簡素化の取組み

・週休２日制モデル工事を実施
等

実労働時間が他産業より⻑く、年間出勤日数が多い 実労働時間に対しての賃金が十分でない

4週8休 5.7%
4週7休 1.1%

４週６休15.5%

４週５休13.7%４週４休
52.8%

４週４休未満
11.2%

休日の状況（全国）
年間賃金総支給額（常用労働者10人以上・全国）

休日の状況は4週6休以下が8割強となっている

週休2日制の推進

整備局の週休2日制モデル工事
の取組み状況や現場の技術者の
声をHPで紹介
（関東地方整備局）

山梨県での週休2日制モデル工事（試行）
平成28年度：6件 平成29年度：11件
賛成意見

168（79%）

反対意見
45（21%）

週休2日制モデル工事の取組み
週休2日制モデル工事に関する取組み(事例)

■全 国（実労働時間）
◆全 国（出勤日数）
■山梨県（実労働時間）
●山梨県（出勤日数）

出所：
H29毎月勤労統計調査
結果報告（地方調査）

出所：2015時短
アンケート（日建協）

出所：賃金構造基本統計調査（厚生労働省）

持続可能な建設産業にするための取組みの方向性

出所：厚生労働省山梨労働局「建設業における労働災害防止のために」

建設業における労働災害発生状況の推移（山梨県）（人）
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残された課題これまでの取組み
・受発注者とも技術活用に関する
理解が不足

取
組
み
の
具
体
例

i−Constructionの理解度の向
上と活用促進
 ICTの習得支援

ICTの全面的な活用 規格の標準化

プレキャスト製品の活用

県内建設産業のあり方について（報告書） <概要版−参考資料> i−Construction推進
建設産業の現状

建設産業の課題

④建設現場の生産性が低い

・現場見学会によるICTの習得
支援 等

建設産業の労働生産性は他産業
と比較して極めて低い ICTの活用が不十分 施工時期の偏りが激しい山梨県は、他都県に比べて労働生産性の指標が低い

・実績が他県に比べて少ない
・狭隘な現場では、メリットが小
さく導入に消極的との意見

・H28年度より受注者希望型に
よるICT土工工事試行

・H28年度より情報共有システ
ム試行 等

・現場毎の一品生産、部分別最適
設計であり、工期や品質の面で
優位な技術を採用することが困
難

・設計時に経済性等を勘案して
総合的に優れた工法を採用

等

・年間を通じた発注件数、金額を
管理調整する具体的な方法の検
討

・余裕期間制度の試行結果を検証
し、活用の拡大を検討

・債務負担行為や明許繰越制度
を活用した工事量平準化の取
組み

・執行率設定、発注見通しの統
合公表

・余裕期間制度を試行 等

建設総合統計 出来高ベース（全国）
関東甲信地域の ICTを活用した工事件数
（ICT土工工事）

土工関係施工監理技術者及自治
体職員を対象にした、ICT施工
技術講習会の開催。

引用：建設技術展示館HP

「測量、設計・施工計画、施工、検査」の
全工程でICTを導入し、３次元データを一
貫して使用することにより、生産性の向上
を目指す。

部材の規格（サ
イズ等）の標準
化により、コス
ト削減、生産性
の向上を目指す。引用：国土交通省資料

施工時期の平準化

余裕期間制度
契約ごとに工期の
30％を超えず、かつ
４ヶ月を超えない範
囲内で余裕期間を設
定して発注し、工事
の始期（工事開始
日）もしくは終期
（工事完了期限日）
を発注者が指定、ま
たは受注者が選択で
きる制度。 引用：国土交通省資料

引用：国土交通省資料

出所：建設業ハンドブック 2018 出所： H29年度決算分析（東日本建設業保証（株）） 出所：関東i−Construction推進協議会資料 出所：国土交通省「施工時期等の平準化関係資料」

①受発注者協働による新技術活用方法の検討
②ICT活用に関する技術者や事業者の啓発

③-1 ICT工事の普及、BIM/ CIMの活用
③-2 情報共有システムの本格運用

④-1プレキャスト、プレハブ製品の活用方法の検討・拡充
④-2 鉄筋の機械式定着工等の採用
④-3 高流動コンクリートの採用

⑤-1 余裕期間制度の利用拡大
⑤-2 債務負担行為や明許繰越制度等の一層の活用

i-Constructionの理解度の向上
と活用推進

ICTの全面的な活用

規格の標準化

施工時期の平準化

持続可能な建設産業にするための取組みの方向性



経
営
の
安
定
・

基
盤
強
化

残された課題これまでの取組み

・少子高齢化により建設投資の今
後の大幅な増加は見込めず、厳
しい経営環境が続く

・今後増加する見込みである公共
のメンテナンス分野を支える専
門工事能力をもった事業者や人
材の確保・育成が必要

・個社単位では人材の確保・育成
や建設機械への投資が消極的と
なり取組みが進んでいかない

健全経営に向けての取組み ①計画的、継続的な公共投資の確保
②経営見通しのたてやすい環境整備

経営力の強化
①ICTを含む新技術・新工法の開発導入
②既存技術を活かした新たな事業展開
③合併・協業化などの企業連携
④建設企業の事業承継
⑤適正利潤の確保

建設業が地域で活躍できる
環境づくり

①地域限定型発注の導入検討
②災害対応力の適正な評価とインセンティブ付与の検討
③維持管理業務における柔軟な発注方式の検討

取
組
み
の
具
体
例

本業の強化 地域活動を地域で継続できる環境づくり

県内建設産業のあり方について（報告書） <概要版−参考資料> 経営力・営業力の強化
建設産業の現状

建設産業の課題

⑤経営維持への危機感

⑥インフラ維持や災害時
のリスク増大

・本県では山間部にも集落が多く
存在

・災害対応、除雪、インフラの維
持管理等を担う能力のある建設
事業者の減少にどう⻭止めをか
けるか

・適時の公共工事発注
・適正な工事見積

等

・発注見通しの統合公表
・経営相談窓口設置
・建設産業活性化支援ガイド作成
・新分野進出、経営多角化支援
（過去）

等

少子高齢化と人口減少により建設投資
の今後の大幅な増加は見込めない

今後は維持管理業務が増加
することが予測される

建設業者数は減少傾向にあり、地域インフラの維持や災害発生時の対
応に支障を来たす恐れがある（都市部に建設業者が集中。山間地の集
落では点在）

県内業者は経営の見通しが立
たない不安を抱え、危機感を
持っている

地
域
の
守
り

手
の
維
持

建設投資額の状況（全国・山梨県） 今後の経営状況の見通し（山梨県） 橋梁の建設年数（山梨県） 県内建設企業の分布図

地域維持型契約方式
除雪、災害応急対応、社会資本の維持管理など地域の維持
に不可欠な事業（地域維持事業）について、複数の工種・
工区をまとめたり、複数年の契約単位で発注する方式。

引用：国土交通省資料新技術・新工法の開発導入支援
徳島県「新技術活用支援モデル事業」

建設工事に関する新技術・新材料・新
工法（以下「新技術等」）の開発に取
り組む県内企業に対し，技術的な支援
や適用機会を提供するとともに，県内
企業が開発した新技術等を「徳島とく
とく建設技術」として認定することに
より，当該新技術等の公共事業等にお
ける活用機会を促進し，建設業の活力
増進・地域経済の活性化を図る事業。

▲HPで公開されて
いる建設工事に関
する新技術等の情報引用：徳島県HP

出所：国土交通省 建設総合統計−出来高ベース

存続が心配の理由
・受注の先を見通せない
・受注の減少
・人手不足が深刻
・若い人材の確保困難
・技術者・技能者の確保困難

建設業就業者の推移（山梨県）

出所：各市町村別の山梨県建設業協会会員企業一覧
（一般社団法人山梨県建設業協会HP）をもとに作成

出所：山梨県橋梁⻑寿命化実施計画

持続可能な建設産業にするための取組みの方向性



産学官
による
協働体制
の構築

・意見交換会等を行って
いるものの、関係機関
との連携が弱い

・各テーマについて情報
共有や方針等の検討が
できる場が必要

情報共有・方針検討の場の創出

事
例

産学官の連携事例

福島県建設業産学官連携協議会（H30.2.5設立）
※産学官の情報共有の場の創設

県内建設産業のあり方について（報告書） <概要版−参考資料> 産学官による協働体制の構築

・建設業協会との意見交換会の実施
・建設コンサルタンツ協会との意見交換会の実施
・CCI山梨の取組み
・現場見学会によるICTの習得支援 等

残された課題これまでの取組み

産官学による協働体制の構築

取
組
み
の
具
体
例

②i−Constructionの推進検討会①担い手の確保・育成、就労環境の改善検討会

■主な検討内容
・建設産業の担い手に関する現状と課題
・構成団体等の取組み状況の把握
・学生側のニーズ、業界側のニーズの把握
・今後の連携方針検討 等

■主な検討内容
・i-Construction推進の取組み状況、方針等の情報提供、
県内産業界の意見等の把握、課題の共有や意見交換

・現場見学会の開催
・測量、設計、施工に関する勉強会・意見交換会
・BIM／CIMに関する勉強会・意見交換会 等

【設立目的】
現状や課題についての情報を共有し、現行の建設
業振興施策を検証・改善するとともに、新たな産
学官連携施策の創出・提案を図り、これらを通じ
て県内建設業振興を推進

出所：福島県ホームページ

持続可能な建設産業にするための取組みの方向性

①「担い手の確保・育成」「i−Construction

推進」のための検討会設置


